
年 月 日
　岡山県知事　　殿

□ 新設・定員増加の日から６月間の実績による見直し

□ 新設・定員増加の日から12月間の実績による見直し

□ 定員減少の日から３月間の実績による見直し

□ ４月１日時点の前年度実績による見直し

人

人 令和 年 月 ～ 令和 年 月

人員配置体制加算算定に係る変更 □ 　あり（→変更の届出） □ 　なし

報酬区分の変更 □ 　あり（→変更の届出） □ 　なし

従業者数の変更に伴う運営規程の変更 □ 　あり（→変更の届出） □ 　なし

　「４月１日時点の前年度実績による見直し」の場合、本申出書は提出不要
ですが、関係書類①、②（②については４月計画分）とともに保管しておい
てください。

受付印（県民局）

人員配置見直しに係る自主点検表兼申出書（療養介護）

法 人 所 在 地

法 人 名

代 表 者 職 ・ 氏 名

事 業 所 名

電 話 番 号 〔 担 当 者 名 〕  （　　　　）　　   　　-         　　　 〔　　　　　〕

事業所所在地

従業者の職種 区分
人員配置基準
上の必要数

加算の区分

　このことについて、次のとおり平均利用者数の実績を踏まえた見直しを行ったので、関係書類を添えて申し
出ます。

見直しの区分

平均利用者数 対象期間

定　　員

→本申出書の提出は不要（注２）

見直し前

見直し後

見直し前

見直し後

注２

　関係書類として、①人員配置基準上の必要人数計算表、②従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧
表、③指定に係る記載事項（付表）、④組織体制図（任意様式）を添付してください。

注１

参考

従業者の人数
見直し前

見直し後

見直し後

見直し前

本書作成月の
配置予定数

報酬算定上の必要
数

サービス費
の区分

人員配置体制加算
上の必要数



年 月 日
　岡山県知事　　殿

□ 新設・定員増加の日から６月間の実績による見直し

□ 新設・定員増加の日から12月間の実績による見直し

□ 定員減少の日から３月間の実績による見直し

□ ４月１日時点の前年度実績による見直し

人

人 令和 年 月 ～ 令和 年 月

人 → ４未満（６：１） ４以上５未満（５：１） ５以上（３：１）

１．5：１

－

－

人員配置体制加算算定に係る変更 □ 　あり（→変更の届出） □ 　なし

従業者数の変更に伴う運営規程の変更 □ 　あり（→変更の届出） □ 　なし

注３ 　人員配置基準上の必要数を算定する場合、短期入所を併設している事業
所は、短期入所の利用者を含めて平均利用者数を算出してください。

参考

受付印（県民局）

事業所所在地

→本申出書の提出は不要（注２）

本書作成
月の配置
予定数

－

注１

看護職員、理学療法
士、作業療法士又は言
語聴覚士及び生活支援
員の総数

見直し前

見直し後

サービス管理責任者
見直し前 －

－

人員配置体制
加算算定上の
必要数

－

見直し後

加算区分（該当に○）

２．５：１

－

－

－

１．７：１

人員配置見直しに係る自主点検表兼申出書（生活介護）

法 人 所 在 地

注２ 　「４月１日時点の前年度実績による見直し」の場合、本申出書は提出不要ですが、関係書類①～③（③につ
いては４月計画分）とともに保管しておいてください。

法 人 名

代表者職・氏名

電話番号〔担当者名〕  （　　　　）　　   　　-         　　　 〔　　　　　〕

事 業 所 名

　このことについて、次のとおり平均利用者数の実績を踏まえた見直しを行ったので、関係書類を添えて申し出ま
す。

見直しの区分

定　　員

対象期間

注４ 　前年度実績に基づく加算（高次脳機能障害者支援体制加算等）を算定して
いる場合は、別途算定要件を満たすか確認してください。

　関係書類として、①平均障害支援区分算定表、②人員配置基準上の必要人数計算表、③従業者の勤務の
体制及び勤務形態一覧表、④指定に係る記載事項（付表）、⑤組織体制図（任意様式）を添付してください。

平均利用者数

平均障害支援区分

従業者の職種 区分
人員配置基
準上の必要
数

－

２：１



年 月 日
　岡山県知事　　殿

□ 新設・定員増加の日から６月間の実績による見直し

□ 新設・定員増加の日から12月間の実績による見直し

□ 定員減少の日から３月間の実績による見直し

□ ４月１日時点の前年度実績による見直し

人

人 令和 年 月 ～ 令和 年 月

従業者数の変更に伴う運営規程の変更 □ 　あり（→変更の届出） □ 　なし

法 人 名

代 表 者 職 ・ 氏 名

事 業 所 名

人員配置見直しに係る自主点検表兼申出書（自立訓練（機能訓練））

法 人 所 在 地

電話番号〔担当者名〕  （　　　　）　　   　　-         　　　 〔　　　　　〕

事業所所在地

　このことについて、次のとおり平均利用者数の実績を踏まえた見直しを行ったので、関係書類を添えて申し
出ます。

見直しの区分

定　　員

→本申出書の提出は不要（注２）

見直し後

従業者の職種 区分
人員配置基準
上の必要数

本書作成月の
配置予定数

平均利用者数 対象期間

６：１以上

備　　　　考

サービス管理責任者
見直し前

見直し後

看護職員、理学療法士、作業
療法士又は言語聴覚士及び
生活支援員の総数

見直し前

注４ 　前年度実績に基づく加算（高次脳機能障害者支援体制加算等）を算定
している場合は、別途算定要件を満たすか確認してください。

注２ 　「４月１日時点の前年度実績による見直し」の場合、本申出書は提出不要ですが、関係書類①、②
（②については４月計画分）とともに保管しておいてください。
人員配置基準上の必要数を算定する場合、短期入所も実施している事業所は、平均利用者数は短期
入所の利用者を含めて算出してください。

注３

受付印（県民局）

参考

注１ 　関係書類として、①人員配置基準上の必要人数計算表、②従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧
表、③指定に係る記載事項（付表）、④組織体制図（任意様式）を添付してください。



年 月 日
　岡山県知事　　殿

□ 新設・定員増加の日から６月間の実績による見直し

□ 新設・定員増加の日から12月間の実績による見直し

□ 定員減少の日から３月間の実績による見直し

□ ４月１日時点の前年度実績による見直し

□ 自立訓練（生活訓練） □ 宿泊型自立訓練

人

人 令和 年 月 ～ 令和 年 月

従業者数の変更に伴う運営規程の変更 □ 　あり（→変更の届出） □ 　なし

注３ 　人員配置基準上の必要数を算定する場合、短期入所も実施している
事業所は、平均利用者数は短期入所の利用者を含めて算出してくださ
い。

受付印（県民局）　「４月１日時点の前年度実績による見直し」の場合、本申出書は提出不
要ですが、関係書類①、②（②については４月計画分）とともに保管して
おいてください。

注１

注２

人員配置見直しに係る自主点検表兼申出書（自立訓練（生活訓練））

法 人 所 在 地

法 人 名

代 表 者 職 ・ 氏 名

事 業 所 名

電話番号 〔担 当者 名〕  （　　　　）　　   　　-         　　　 〔　　　　　〕

事業所所在地

　このことについて、次のとおり平均利用者数の実績を踏まえた見直しを行ったので、関係書類を添えて申し
出ます。

見直しの区分

定　　員

平均利用者数 対象期間

サービス種類

→本申出書の提出は不要（注２）

従業者の職種 区分
人員配置基準
上の必要数

本書作成月の
配置予定数

生活支援員
見直し後

見直し前 ６：１以上（宿泊型自立訓練は、１０：１
以上

地域移行支援体制強化加算算定の場
合、１５：１以上

参考

　関係書類として、①人員配置基準上の必要人数計算表、②従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表、
③指定に係る記載事項（付表）、④組織体制図（任意様式）を添付してください。

注４ 　　前年度実績に基づく加算（高次脳機能障害者支援体制加算等）を算
定している場合は、別途算定要件を満たすか確認してください。

備　　　　考

地域移行支援員（宿
泊型自立訓練に限る）

見直し前

見直し後

サービス管理責任者
見直し前

見直し後



年 月 日
　岡山県知事　　殿

□ 新設・定員増加の日から６月間の実績による見直し

□ 新設・定員増加の日から12月間の実績による見直し

□ 定員減少の日から３月間の実績による見直し

□ ４月１日時点の前年度実績による見直し

□ 一般型 □ 認定型

人

人 令和 年 月 ～ 令和 年 月

従業者数の変更に伴う運営規程の変更 □ 　あり（→変更の届出） □ 　なし

注３ 　　前年度実績に基づく加算（高次脳機能障害者支援体制加算等）を算
定している場合は、別途算定要件を満たすか確認してください。

電話番号〔担当者名〕

事業所所在地

→本申出書の提出は不要（注２）

受付印（県民局）

本書作成月の
配置予定数

備　　　　考

一般型は、６：１以上
認定型は、１０：１以上

従業者の職種

 （　　　　）　　   　　-         　　　

人員配置見直しに係る自主点検表兼申出書（就労移行支援）

法 人 所 在 地

法 人 名

代 表 者 職 ・ 氏 名

事 業 所 名

〔　　　　　〕

職業指導員及び生活支
援員の総数

　このことについて、次のとおり平均利用者数の実績を踏まえた見直しを行ったので、関係書類を添えて申し
出ます。

見直しの区分

定　　員

平均利用者数 対象期間

施設区分

見直し前

注２ 　「４月１日時点の前年度実績による見直し」の場合、本申出書は提出不要ですが、関係書類①、②
（②については４月計画分）とともに保管しておいてください。

１５：１以上

参考

就労支援員
見直し前

注１ 　関係書類として、①人員配置基準上の必要人数計算表、②従業者の勤務の体制及び勤務形態一
覧表、③指定に係る記載事項（付表）、④組織体制図（任意様式）を添付してください。

見直し後
サービス管理責任者

見直し前

見直し後

区分
人員配置基準
上の必要数

見直し後



年 月 日
　岡山県知事　　殿

□ 新設・定員増加の日から６月間の実績による見直し

□ 新設・定員増加の日から12月間の実績による見直し

□ 定員減少の日から３月間の実績による見直し

□ ４月１日時点の前年度実績による見直し

人

人 令和 年 月 ～ 令和 年 月

報酬区分の変更 □ 　あり（→変更の届出） □ 　なし

従業者数の変更に伴う運営規程の変更 □ 　あり（→変更の届出） □ 　なし

注３ 　　前年度実績に基づく加算（高次脳機能障害者支援体制加算等）を算
定している場合は、別途算定要件を満たすか確認してください。 受付印（県民局）

人員配置見直しに係る自主点検表兼申出書（就労継続支援Ａ型）

法 人 所 在 地

法 人 名

代 表 者 職 ・ 氏 名

事 業 所 名

電話番号 〔担 当者 名〕  （　　　　）　　   　　-         　　　 〔　　　　　〕

事業所所在地

　このことについて、次のとおり平均利用者数の実績を踏まえた見直しを行ったので、関係書類を添えて申し
出ます。

見直しの区分

定　　員

→本申出書の提出は不要（注２）

従業者の職種 区分
人員配置基準
上の必要数

(サービス費区分Ⅱ)

本書作成月の
配置予定数

平均利用者数 対象期間

サービス費区分
Ⅰ算定上の必要

数（７．５：１）
備考

職業指導員及び生活
支援員の総数

見直し前

―

―

見直し後

注２ 　「４月１日時点の前年度実績による見直し」の場合、本申出書は提出不要ですが、関係書類①、②
（②については４月計画分）とともに保管しておいてください。

注１ 　関係書類として、①人員配置基準上の必要人数計算表、②従業者の勤務の体制及び勤務形態一
覧表、③指定に係る記載事項（付表）、④組織体制図（任意様式）を添付してください。

参考

サービス管理責任者
見直し前

見直し後



年 月 日
　岡山県知事　　殿

□ 新設・定員増加の日から６月間の実績による見直し

□ 新設・定員増加の日から12月間の実績による見直し

□ 定員減少の日から３月間の実績による見直し

□ ４月１日時点の前年度実績による見直し

人

人 令和 年 月 ～令和 年 月

人員配置区分の変更 □ 　あり（→変更の届出） □ 　なし

従業者数の変更に伴う運営規程の変更 □ 　あり（→変更の届出） □ 　なし

－

－

６：１

報酬算定上の人員配置区分（該当に○）

－

－

法 人 名

代 表 者 職 ・ 氏 名

事 業 所 名

電 話 番 号 〔 担 当 者 名 〕  （　　　　）　　   　　-         　　　 〔　　　　　〕

事業所所在地

　このことについて、次のとおり平均利用者数の実績を踏まえた見直しを行ったので、関係書類を添えて申し出ま
す。

見直しの区分

人員配置見直しに係る自主点検表兼申出書（就労継続支援Ｂ型）

法 人 所 在 地

定　　員

→本申出書の提出は不要（注２）

平均利用者数 対象期間

従業者の職種 区分
人員配置基
準上の必要
数

本書作成月
の配置予定
数７．５：１ １０：１

報酬算定上の
必要数

見直し前職業指導員及び生活
支援員の総数

見直し後 － －

見直し後

サービス管理責任者

注３ 　　前年度実績に基づく加算（高次脳機能障害者支援体制加算等）を
算定している場合は、別途算定要件を満たすか確認してください。

見直し前 － －

注２ 　「４月１日時点の前年度実績による見直し」の場合、本申出書は提出不要ですが、関係書類①、②（②につ
いては４月計画分）とともに保管しておいてください。

参考

注１ 　関係書類として、①人員配置基準上の必要人数計算表、②従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表、
③指定に係る記載事項（付表）、④組織体制図（任意様式）を添付してください。

受付印（県民局）



年 月 日
　岡山県知事　　殿

□ 新設・定員増加の日から６月間の実績による見直し

□ 新設・定員増加の日から12月間の実績による見直し

□ 定員減少の日から３月間の実績による見直し

□ ４月１日時点の前年度実績による見直し

人

人 令和 年 月 ～ 令和 年 月

従業者数の変更に伴う運営規程の変更 □ 　あり（→変更の届出） □ 　なし

人員配置見直しに係る自主点検表兼申出書（就労定着支援）

法 人 所 在 地

法 人 名

代表者職・氏名

事 業 所 名
事 業 所 所 在

地
電話番号〔担当者名〕  （　　　　）　　   　　-         　　　 〔　　　　　〕

　このことについて、次のとおり平均利用者数の実績を踏まえた見直しを行ったので、関係書類を
添えて申し出ます。

見直しの区分

→本申出書の提出は不要（注２）

定　　員

従業者の職種 区分
人員配置基
準上の必要

数

本書作成月
の配置予定

数
備　　　考

平均利用者数 対象期間

就労定着支援員
見直し前

４０：１以上
見直し後

受付印（県民局）

サービス管理責任者
見直し前

見直し後

参考

注１ 　関係書類として、①人員配置基準上の必要人数計算表、②従業者の勤務の体制及び勤務
形態一覧表、③指定に係る記載事項（付表）、④組織体制図（任意様式）を添付してくださ
い。注２ 　「４月１日時点の前年度実績による見直し」の場合、本申出書は提出不要ですが、関係書
類①、②（②については４月計画分）とともに保管しておいてください。

注３ 　　前年度実績に基づく加算（就労定着実績体制加算等）を算定
している場合は、別途算定要件を満たすか確認してください。



令和 年 月 日
　岡山県知事　　殿

□ 新設・定員増加の日から６月間の実績による見直し

□ 新設・定員増加の日から12月間の実績による見直し

□ 定員減少の日から３月間の実績による見直し

□ ４月１日時点の前年度実績による見直し

人

人 令和 年 月 ～ 令和 年 月

従業者数の変更に伴う運営規程の変更 □ 　あり（→変更の届出） □ 　なし

人員配置見直しに係る自主点検表兼申出書（自立生活援助）

法 人 所 在 地

法 人 名

代表者職・氏名

事 業 所 名
事 業 所 所 在

地
電話番号〔担当者名〕  （　　　　）　　   　　-         　　　 〔　　　　　〕

　このことについて、次のとおり平均利用者数の実績を踏まえた見直しを行ったので、関係書類を添
えて申し出ます。

見直しの区分

→本申出書の提出は不要（注２）

定　　員

従業者の職種 区分
人員配置基
準上の必要
数

本書作成月
の配置予定数

備　　　考

平均利用者数 対象期間

地域生活支援員
見直し前 利用者２５人に１人を標準とし、利用

者の数が25人又はその端数を増すご
とに増員が望ましい。見直し後

受付印（県民局）

サービス管理責任者
見直し前 常勤である場合は６０：１

（他の職種との兼務不可）
それ以外の場合は３０：１見直し後

参考

注１ 　関係書類として、①人員配置基準上の必要人数計算表、②従業者の勤務の体制及び勤務
形態一覧表、③指定に係る記載事項（付表）、④組織体制図（任意様式）を添付してくださ
い。注２ 　「４月１日時点の前年度実績による見直し」の場合、本申出書は提出不要ですが、関係書類
①、②（②については４月計画分）とともに保管しておいてください。



年 月 日
　岡山県知事　　殿

□ 新設・定員増加の日から６月間の実績による見直し

□ 新設・定員増加の日から12月間の実績による見直し

□ 定員減少の日から３月間の実績による見直し

□ ４月１日時点の前年度実績による見直し

□ 介護サービス包括型 □　外部サービス利用型 □ 日中サービス支援型

人

人 令和 年 月 ～ 令和 年 月

－

－

－

－

－

－

人員配置体制加算算定に係る変更 □ 　あり（→変更の届出） □ 　なし

従業者数の変更に伴う運営規程の変更 □ 　あり（→変更の届出） □ 　なし

注３ 　人員配置基準上の必要数を算定する場合、短期入所を併設している事業所
は、短期入所の利用者を含めて平均利用者数を算出してください。

　「４月１日時点の前年度実績による見直し」の場合、本申出書は提出不要です
が、関係書類①、②（②については４月計画分）とともに保管しておいてください。

法 人 名

代 表 者 職 ・ 氏 名

事 業 所 名

対象期間

電 話 番 号 〔 担 当 者 名 〕  （　　　　）　　   　　-         　　　 〔　　　　　〕

従業者の職種 区分
人員配置基準上の
必要数（基本報酬
算定上の必要数）

人員配置加算区分（該当に○）

7.5：1 12：1

－

－

－ －

－

人員配置体制加
算算定上の必要
数

人員配置見直しに係る自主点検表兼申出書（共同生活援助）

法 人 所 在 地

事業所所在地

　このことについて、次のとおり平均利用者数の実績を踏まえた見直しを行ったので、関係書類を添えて申し出ま
す。

見直しの区分

定　　員

平均利用者数

施設区分

→本申出書の提出は不要（注２）

見直し後 － －

見直し前 －

20：1

世話人
見直し前

－ －

－

見直し後

－

注１

－ －

見直し前

見直し後 － －

合計（世話人＋生活支
援員）

見直し前 ―

見直し後 ―

注４ 　　前年度実績に基づく加算（高次脳機能障害者支援体制加算等）を算定し
ている場合は、別途算定要件を満たすか確認してください。

本書作成月
の配置予定
数30：１

参考

注２

－ －

サービス管理責任者
－ － － －

受付印（県民局）

生活支援員

　関係書類として、①人員配置基準上の必要人数計算表、②従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表、
③指定に係る記載事項（付表）、④組織体制図（任意様式）を添付してください。

－ －



年 月 日
　岡山県知事　　殿

□ 新設・定員増加の日から６月間の実績による見直し

□ 新設・定員増加の日から12月間の実績による見直し

□ 定員減少の日から３月間の実績による見直し

□ ４月１日時点の前年度実績による見直し

人

人 令和 年 月 ～ 令和 年 月

従業者数の変更に伴う運営規程の変更 □ 　あり（→変更の届出） □ 　なし

注２ 　「４月１日時点の前年度実績による見直し」の場合、本申出書は提出不要ですが、関係書類①、
②（②については４月計画分）とともに保管しておいてください。

　関係書類として、①人員配置基準上の必要人数計算表、②従業者の勤務の体制及び勤務形態
一覧表、③指定に係る記載事項（付表）、④組織体制図（任意様式）を添付してください。

見直し後

夜勤（宿直）職員
（生活支援員）

見直し前

平均利用者数 対象期間

法 人 名

代 表 者 職 ・ 氏 名

事 業 所 名

人員配置見直しに係る自主点検表兼申出書（施設入所支援）

法 人 所 在 地

備考

事業所所在地

電話番号〔担当者名〕  （　　　　）　　   　　-         　　　 〔　　　　　〕

　このことについて、次のとおり平均利用者数の実績を踏まえた見直しを行ったので、関係書類を添えて
申し出ます。

見直しの区分

定　　員

→本申出書の提出は不要（注２）

注４ 　　前年度実績に基づく加算（高次脳機能障害者支援体制加算等）
を算定している場合は、別途算定要件を満たすか確認してください。

本書作成月の配置
予定数 うち看護職員

参考

従業者の職種 区分
人員配置基準
上の必要数

　注３　
　人員配置基準上の必要数を算定する場合、平均利用者数は、短期入所の利用者数を含めて算
出してください。

受付印（県民局）

注１


